
書式第 12号 (法第 28条関係)

平成 31年度  事 業 報 告 書

平成 31年 4月 1日 から平成 32年 3月 31日 まで

特定非営利活動法人全国万引犯罪防止機構

1 事業の成果
平成31年度は、「万引対策強化宣言」に基づいた事項について、順次実現することを中心に事業遂行

犯することとし、調査研究・建議提言・教育研修・普及啓発・情報収集提供のすべての領域の事業の

充実を図った。あわせて、一般社会との情報共有の場であるホームページの機能・コンテンツの充実を

図り、アクセス数を増加させた。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業

事業名 事 業 内 容 実 施
日 時

実 施
場 所

従事者
の人数

受益対象者
の範囲及び

人   数

事業費の

金額

(千 円)

調査研究活動万引発生の地域別・業種別

実態を継続調査。万引対策

組織の整備実態も調査。

平 成 31年 4

月～32年 3月

本部 (東京)

にて実施

4人 全国の小中高
校関係者及び

小売業関係者
黎Oi nnO人

117

建議提言活動万引犯罪に対する社会的関
心を喚起するための建議・

提言を準備し、実行。

平成32年 3月

実施
本部 (東京)

から全国に向
けて実施

10人 全 国 の 消 費

者、小売業、

防犯団体、報
首檸 閣峯「多数

6, 977

普及啓発活動 行政機関、学校、消費者団

体等を対象とした防犯教室

等に講師を派遣。

平 成 31年 4

月～32年 3月

東京を中心に
全国各地

25人 全国の小売業

団体、警察、

報道機関等約
2000人

7, 705

教育研修活動 「万引き防止のための防犯

責任者養成講座」、各種研

修会等への講師派遣等

平 成 31年 4

月～32年 3月

全国各地 10人 全国の小売業

団体、地元警
察等多数

28, 11
3

本部 (東京) 6人 全国の関係者

多数

849

(2)その他の事業

事業名 事 業 内 容
施

時

実

日

施
所

実
場

従事者
の人数

事業費の

金額

(千 円)



活 動 計 算 書
[税込](単位 :円 )

1馨 鋳 潔 デ
堕 塾 こ 埋 2週 墜 堕 旦 雖 L______旦 二 壁 重 型 L咀 _ユ土墨 墨 塑ユ ユ

【受取会費】
正会員受取会費                      7.180,000
特別支援会員受取会費                   4.500,000
出版対策本部受取会費                   3.640,000
【受取寄付金】
受取寄付金                        2,777,652
【受取助成金等】
受取助成金                        28.080.000
【事業収益】
事業 収益                         283.300
受託事業収益                       79'l R00
【その他収益】                       .'…

・'~‐

講演料収入                         247.000
受取 利息                            R7
懇親会収入                         342.050
雑 収 益                         希1536

経常収益 計
【経常費用】

【事業費】
調査研究事業費
建議提言事業費
普及推進事業費
教育研修事業費
情報収集・提供事業費
出版対策本部
神奈川PJT

(人 件費)

人件費計
(そ の他経費)

その他経費計
事業費 計

【管理費】
(人件費)

給料 手当
アルバイ ト給料
通 勤 費
法定福利費

人件費計
(その他経費)

印刷製本費
会 議 費
通常総会費
旅費交通費
通信運搬費
消耗品 費
地代 家賃
賃 借 料
広告宣伝費
新聞図書費
減価償却費
保 険 料
諸 会 費
租税 公課
支払手数料
雑   費

その他経費計
管理費 計

55,017,375

43.880.639

329 301

4,848,581

116,800

731,208
2,885,283

28, 113,480

1, 186, 187

3,451,413
7,396.268

0

0

2,400,000
822,000
297.280

33,

222,

750.

251,

569,

890

053

349
298

823

415

000

432
675

916
600

350
679

400
108

841

9

4,710,829
559 410



活 動 計 算 書
[税込](単位 :円 )

4月 1日  至 平成32年 3月 31日自 平成31

経常 用  計

当期経常増減額
【経常外収益】

経常外収益 計
【経常外費用】

経常外費用 計
税引前当期正味財産増減額
経理区分振替額

当期正味財産増減額
前期繰越正味財産額
次期繰越正味財産額

5

1,577,326

0

0

1.577, 326

0

1,577,326
143

____ユ型上里L
6 8



貸 借 対 照 表
特定非営利活動法人 全国万引犯罪防止機構
全事業所

[税込](単位 :円 )

成32 3月 31日 在

資 産
~5~蔀

負 債 ・ 正 味 財 産 の 部

流

預 り 金 620

620

正 の

【正味財産】
前期繰越正味財産額
当期正味財産増減額
正味財産 計

43,841

77. 326

21. 167

(現金・預金)

普通 預金

現金・預金 計
流動資産合計

【固定資産】
(有形固定資産)

減価償却累計額
一括償却資産
有形固定資産 計

187 200

587

587

587

△ 93.600
280,800
187.200
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財務諸表の注記
特定非営利活動法人 全国万引犯罪防止機構 平成32年 3月 31日 現在

【重要な会計方針】
財務諸表の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日  2011年 11月 20日 一部改正 NPO法 人

会計基準協議会)によっています。

(1).棚 卸資産の評価基準及び評価方法
×××法による×××法

(2).固 定資産の減価償却の方法
有形固定資産 :× ××法
無形固定資産 :× ××法

(3).引 当金の計上基準
貸倒引当金 :

賞与引当金 :

退職給付引当金 :

(4).施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

(5).ポ ランティアによる役務の提供
(6).消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、××方式によっています。

【会計方針の変更】

【事業費の内訳】
事業費の区分は以下の通りです。
部門件数が1ヘージ内の最大を超えました。明細は別紙に出力します。

【施設の提供等の物的サービスの受入の内訳】
餃 込1(単位 :円 )

.=´ ■。■■・内容■■∵三ヽ量 1軍栓 脅 事 7弓董■|でき軍筆シ.“、' ti算定方薙耳百丁≡可■:)三二重
=‐

【活動の原価の算定にあたって必要なボランティアによる役務の提供の内訳】

【使途等が制約された寄付等の内訳】

【固定資産の増減内訳】

腋 込l“ 位 :円 )

1晨込〕()「 位 .円 )

|■込1(単位 :円 )

堀呻 賞 !幸f瑾個樺み 盛濤減交1・ ` 口乗菫椰書重_

"嶺

麟澤席‖領Л茉

“

椰督颯

合計

【借入金の増減内訳】
la込〕(単 {立 円)

【役員及びその近親者との取引の内容】
役員及びその近親者との取引は以下の通りです。
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活動計算書計

【その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らか

にするために必要な事項】



事業費の内訳 (別紙)
特定非営利活動法人 全 万引犯罪防止機構 平成32年 3月 31日 現在

調査研究事業費
建議提言事業費
普及推進事業費
教育研修事業費
情報収集・提供事業費
出版対策本部

神奈川PJT

(人件費)

人件費計

(そ の他経費)

その他経費計

合計 608. 509

(2/5)

5

5

1税 込1(単位 :円 )

I税込](単位 :円 )

1税込〕(単位 :円 )

1税込〕(単位 .円 )

調査研究事業費

建議提言事業費

普及推進事業費

教育研修事業費

情報収集・提供事業費

出版対策本部

神奈川PJT

(人件費)

0配1五Iを欝ぶ瞭 般菱お
調査研究事業費
建議提言事業費
普及推進事業費

教育研修事業費

情報収集・提供事業費

出版対策本部
神奈川PJT

(人件費)

人件費計
(その他経費)

その他経費計

合計

4

24. 600 8.060 13. 799 27.266 20.216

再犯闘 [教育 :漱

"l囃

|ツジ
==驀

崎警熱|::科目難簿敷

`鎌

婆 碩讐層債請オ襲ご|:準勢ド躍言奪 壁ヽ癬

5,400.000

33.480 400 0005

調査研究事業費
建議提言事業費

普及推進事業費
教育研修事業費
情報収集・提供事業費
出版対策本部

神奈川PJT

(人件費)

人件費計

(その他経費)

その他経費計

合計

656,046 387,500

3,659,633

ri:嚢」F悪 |:|:覆3覇 ∬鋭i=ξ:軍飛



人件費計
(その他経費)

その他経費計

合計

(5/5) I,込 〕(単化 :「 1)

3.659. 633656.046 337.500

騒iモ幹鷹鶴,

3,451,413

43.880.6393.451.413 29.640, 117

調査研究事業費

建議提言事業費

普及推進事業費

教育研修事業費

情報収集・提供事業費

出版対策本部

神奈川P]T

(人 件費)

人件費計

(そ の他経費)

その他経費計

合計

曝億覇墓
=褒

蓋E夏:壺五|〔雪租罰I駆ユ選顧竃]証E覇:宣顧爵ヨ



財 産 目 録
特定非営利活動法人 全国万引犯罪防止機構 【税込](単位 :円 )

【流動資産】
(現金・預金)

普通 預金
みずほ銀行
郵便 振替
三菱東京UFJ銀行
現金・預金 計

流動資産合計

【固定資産】
(有形固定資産)

減価償却累計額
一括償却資産
有形固定資産

固定資産合計
資産の部

の

《負債の部》

7,564,587

(4,076,942)

(1,075,629)

2.412,016)

32 3月 31

7,564. 587

187,200

____塁 塁重塾

30 620

30,620

____塁 墨型墨

7.564. 587

△ 93,600
280, 800

計

△
ロ 計

187,200

【流動負債】
預 り 金
源泉所得税
その他補助
流動負債 計
負債の部

正味財産

30,620

(7,655)

(22, 965)

合計



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

2019年度年間役員名簿 J
前事業年度において役員であったことがある全員の氏名及び佳所又は居所並

にこれらの者についての前事策年度における報酬の有無を記載した名簿)

特定非営利活 法人全 万引犯罪防止

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。(法第 20条関係)

□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ)

住 所 又 は 居 所

氏   名

前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間
(該 当者のみに記入 )

1

タケハナユタカ
理事

竹花豊

2019年 4月 1日

2020年 3月 31日

年   月 日

日年   月

2

カトウカズヒロ
理事

加藤和裕

2019年 4月 1日

2020年 3月 31日

年 月

月

日

日年

3

ワカマッオサム
理事

若松修

2019年 4月 1日

2020年 3月 31日

年

年

月

月

日

日

4

ヤパタヒデジ
理事

矢幡秀治

2019年 4月 1日

2020年 3月 31日

年   月 日

日年   月

5

イシダタケヒコ
理事

石田岳彦

2019年 4月 1日

2020年 3月 31日

年 月

月

日

日年

6

サ トウヒジリ
理事

佐藤聖

2019年 4月 1日

2020年 3月 31日

年 月

月

日

日年

7

フクイコウ
理事

福井昂

2019年 4月 1日

2020年 3月 31日

年 月

月

日

日年

8

|マ スイトクタ

ト   ¨‐   ~‐    …  ~

1 
増生徳杢郎

理 事

2019年 4月 1日

2020年 3月 31日

年 月

月

日

日年

9

タナカノリマ
理 事

田中法昌

2019年 4月 1日

2020年 3月 31日

年  月  日

年  月  日

10

キクマユキノ
理事

菊間千乃

2019年 4月 1日

2020年 3月 31日

年  月  日

年 月 日



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

2019年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並

びにこれらの者についての前事業年度における颯酬の有無を記鵬した名;■ )

特定非営利活 人全国万引犯罪防止

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)

日各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ)

住 所 又 は 居 所

氏   名

前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間
(該 当者のみに記入)

1 理事

フ クシマカツ

福島克臣

2019`午 4月 1日

2020年 3月 31日

年 月

月

日

日年

2 理 事

オウガマサヒロ

相賀昌宏

2019年 4月 1日

2020年 3月 31日

年 月

月

日

日年

3 理事

オウミハジメ

近江元

2019年 4月 1日

2020年 3月 31日

年 月

月

日

日年

4 理事

ヤマウチヒロシ

山内浩司

2019年 4月 1日

2020年 3月 31日

年 月

月

日

年 日

5 理事

イナモ トヨシ
lリ

稲本義範

2019年 4月 1日

2020年 3月 31日

年 月

月

日

日年

6 理事

ヒグチタテシ

樋口建史

2019年 4月 1日

2020」午3月 31日

年   月   日

年  月  日

7 理事

ミツザネアキ

光員章

2019年 4月 1日

2020`午 3月 31日

年 月

月

日

日年

8 理事

ヒガシデナオ

東出奈帆

2019年 4月 1日

2020年 3月 31日

年 月

月

日

日年

9 監 事

コバヤシヨシ
1リ

小林好則

2019年 4月 1日

2020年 3月 31日

年 月

月

日

日年

10 監 事

イナガキミノ

稲垣稔

2019年 4月 1日

2020年 3月 31日

年 月

月

日

日年



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係)

設立 。事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

平成32年 3月 31日 現在

特定非営利活動法人全国万引犯罪防止機構

住 所 又 は 居 所氏   名

口藤和裕

藤聖，

こ

う
０

名日出男

４

．

二三夫

沢外茂幸Ｅ
υ

´
０

内藤正美

本義範７
〓

０
０

井昂

０

）

山村秀彦

本晶子
10

11

12


